




























































Characteristics and Analysis Viewpoint of Changes in the Production 
















































































































































































































































































































































1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2017
平均年齢（歳） 23.6 27.0 32.6 36.4 39.9 41.4 43.6 45.2 45.3 44.0 44.8 45.0
平均勤続年数（年） 3.0 3.5 4.2 5.7 6.9 8.4 9.9 11.1 11.4 11.8 12.6 12.1
年間給与・賞与等の合計（千円） 174 331 720 1,194 1,439 1,708 1,914 1,866 1,809 1,901 1,989 2,024 
　きまって支給する現金給与額（月） 15 28 60 85 104 122 140 142 141 148 154 159




























































































































































































































































































































































































































































６）SPA（specialty store retailer of private label 
apparel）とは、製造小売業といわれるが、時代
と共に変化する事業内容を考慮すると、そうした
定義にこだわることなく今日の小売業、あるいは
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国生産を継続、他は撤退等を余儀なくされている。
21）アパレル企業の大半は、自社では縫製工場をも
つことなく、外注としての縫製工場を組織して製
品生産をしていたが、一部の大手アパレル企業で
は、国内に自社縫製工場を構えている例もみられ
る。イトキン、三陽商会、ダーバンなどが知られ
ているが、紳士服とか学生服等については、自社
縫製工場を構えるのが一般的である。
22）チャイナプラスワンとは、衣料品生産が中国で
大半が実施されていたことに対する政治的不安等
から、中国以外での製品生産戦略を指す。
23）バングラディッシュ、インドなどを指す。
24）ユニクロは、2018年中にもエチオピアで試験生
産を始めるという（日本経済新聞、2017年12月27
日付）。また、中国、台湾などの縫製業では、
ASEANで展開する生産ロットよりも、さらに大
きなロットについては、中国の10分の１の人件費
のケニア、ザンビアに進出している例もあるとい
う（ティーオーの李社長より、2017年10月20日）。
25）中国以外で生地調達が可能なのは、早くから原
糸メーカーが進出していたインドネシア、タイな
どである。
26）中国では、賃金の高い他の産業の工場に人手が
吸い寄せられ、縫製工場には人が集まらないとい
う状況に陥っていく。まさに日本と同じような道
を歩んでいる。
27）福井合繊織物・ニット産地の非衣料分野への取
り組みについては、加藤秀雄「福井繊維産業の構
造変化と非衣料分野への展開―衣料分野と非衣料
分野の発展に向けて―」『商工金融』第58巻第５号、
2008年５月、5－28頁、を参照されたい。
28）この点、現時点で国内生地産地を訪問できたの
は、合繊織物・ニット産地の福井（北陸産地）、
毛織物産地の一宮（尾州産地）、合繊織物と和装
織物の桐生産地、同じく合繊織物と和装織物の米
沢産地、和装織物の西陣産地、和装織物が大半を
占める丹後産地、和装染物産地の十日町、丸編ニッ
トの和歌山産地、横編ニットの新潟五泉産地など
である。
29）原糸メーカーの事業展開については、山路直人
『企業革新の研究－繊維産業の脱成熟化のプロセ
出荷」の金額よりも、｢賃加工品｣ の金額が何倍に
なるなど、「賃加工品」が製造業と製造業の取引で
はなく、卸（アパレル企業）と製造業（縫製業）
の取引が多くを占めているなど、出荷数量を導き
出すことが難しくなっている。この点、他の産業
では、「製造品出荷」が材料持ちで加工する取引が、
発注者、受注者相互に「製造品出荷」として二重
計上されることを、どのように排除するかに苦慮
するが、アパレル産業では、「賃加工品」に分類さ
れ、出荷数量に計上できないなどの問題を抱えて
いる。なお、こうした点を考慮しての工業統計に
基づく数量推計によると、先の従業者数、従事者
数を基礎とする「補正推計」よりも国内生産数は、
およそ1.1－1.3倍に達することに留意したい。
14）欧米アパレル企業、アジアアパレル企業などか
らの輸入品を含む。
15）繊維産業・アパレル産業における生地・製品等
の生産期間は、長期にわたることと、その期間の
資金的余裕のある企業は少なく、大半が商社等の
与信、長期金融などの支援に依存してきた。
16）当初は、発注先からの企画品を受託して生産す
るOEM生産であったが、受注者側の企画デザイ
ン提案により生産するODM生産が増えていく。
17）総合商社の事業内容は、単なる貿易等の流通・
金融業務に留まるものではなく、海外の資源開発、
そしてここでの生産事業にも踏み出すなど、極め
て幅広いものであることに留意する必要がある。
18）日本のアパレル企業、縫製業の多くは、それが
大手といえども、海外事業を展開するという点で
の人材とか、海外市場を踏まえた経営であるとか、
また資金的な余裕という点で、自らが全面的に取
り組むには、乗り越えなくてはならない壁が多
かったようである。それが商社が脇役から主役へ
と転じた理由の一つでもある。
19）加藤秀雄「日本アパレル産業における商社等の
海外製品生産事業の分析」『埼玉学園大学紀要　
経済経営学部篇』第17号、2017年12月。
20）たとえば、岐阜の縫製業では、サンテイのリー
ドの下、30－40企業、120－130工場が相次いで進
出、設立されたようである。しかし、現在では、
中国以外にも展開できている５、６企業のみが中
― 70 ―
??????????????????????
て、百貨店アパレル企業については、自社組織に
おける経費削減等のスリム化に踏み出す企業が数
多くみられる。このスリム化の一つが、企画デザ
インの外部化であり、ODM生産品依存へと繋がっ
ているといえよう。
 　こうした上代価格と製造原価との乖離の拡大と、
逆に大量の定番品を低価格で市場に投入してくる
ユニクロ等の上代価格と製造原価の比率が２倍強
であるということを知らずとも、消費者は手に
取った商品の価格と品質の関係を感覚的であると
いえどもかなり理解しているように思える。こう
した点を、小売市場に関わるアパレル関連企業は、
どのように受け止めているのであろうか。
40）もちろん、今なお百貨店の衣料品販売は、単な
る場所貸しではなく、独自の企画による製品づく
りが継続されていることを否定するものではない。
41）樫山純三『走れオンワード　事業と競馬にかけ
た50年』日本経済新聞社、1976年、76－77頁。
42）ユナイテッドアローズは、2018年３月12日訪問、
TOKYO BASEは、2018 年９月21日訪問、ビーム
スは2018年９月28日訪問。
43）しまむらグループ（2017年８月30日訪問）のホー
ムページ、「商品管理」より。
 https://www.shimamura.gr.jp/company/business/
detail.php?id=57　2018年８月５日確認。
44）良品計画の国内店舗の衣料品は、ASEAN地域、
南アジアがほぼ100％を占めている。なお、中国
店舗には、中国生産品も並んでいる。2017年８月
30日訪問。
45）イトーヨーカ堂は、2017年８月31日訪問、イオ
ンリテールは、2018年３月１日訪問。
46）ライフスタイルアクセント（ファクトリエ）は、
2017年10月５日訪問。
47）縫製業のワイケーエス（香川県）は、2018年７
月13日訪問。
48）東洋紡STCは、2018年１月25日訪問。
ス』白桃書房、2014年、が有益である。
30）北陸産地については、竹田秀輝『戦後日本の繊
維工業』大明堂、1976年、が有益である。
31）播州産地については、金子精次編『地場産業の
研究－播州織の歴史と現状』法律文化社、1982年、
大田康博『繊維産業の盛衰と産地中小企業－播州
先染織物業における競争・協調』日本経済評論社、
2007年、が有益である。
32）東京墨田区を中心とするニット業は、現在では
丸編機による生地生産を手がけることはほとんど
なく、アパレル企業向け、小売業向けのニット製
品のOEM・ODM生産を手がけている。こうした
展開で、東京は外衣、大阪は下着に向かったこと
が注目される。
33）現在までの生地産地での聞き取りでは、ほぼす
べての産地が、「生地企画」、あるいは産地生地を
使っての「製品企画」に踏み出しているようであ
る。このうち、数年にわたり取引が継続している
例としては、和歌山ニット産地があげられる。
34）サンテイは、2017年７月13日訪問。
35）業界では、「属工」と呼ばれている。
36）社団法人中小企業研究センター編『産地縮小か
らの反攻－新潟県ニットメーカーの多元・多様な
挑戦』同有館、2003年、が有益である。
37）いわゆるカタログ品とは異なる注文品のことを
指す。
38）売れ残りについては、年10億点（朝日新聞デジ
タル2018年７月３日）、年14億点（NHKクローズ
アップ現代2018年９月13日）などのように、国内
市場向けの輸入量と国内生産量の合計、約40億点
の２－３割強に達する。この点、流行に著しい「レ
ディースファッション品」の売れ残りは、想像を
遙かに超えているように思われる。
39）その一つが、上代価格の設定が、たとえば百貨
店販売では、衣料品販売が拡大していた時代、す
なわち消化率が高かった時代においては、製造原
価の３倍ほどであったのが、現在では売れ残りが
多いことを前提に５倍ほどに跳ね上がっている。
こうした方法だと、同じ上代価格の場合、製造コ
ストが低く抑えられ、縫製、染色、生地の取引に
厳しいコスト対応が求められることになる。加え
